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Ⅰ 調査概要 

１．調査の目的 

稲美町が目標とするまちの姿を明らかにするとともに、実現に向けた施策を示す「第６次稲美町総

合計画」の策定にあたり、住民の現在の生活環境や将来に向けたまちづくりについての意見を把握し、

町の施策や計画の基礎資料とするために実施した。 

 

２．調査項目 

（１）回答事業所のことについて 

（２）雇用について 

（３）事業所の拡張・移転について 

（４）稲美町の事業環境、都市機能整備の評価について 

（５）ワーク・ライフ・バランスについて 

（６）新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響について 

（７）その他 

 

３．調査の設計 

・調査対象：稲美町内の事業所 597事業所 

・調査方法：郵送配布・郵送回収 

・調査期間：令和２年１０月１３日（火）～ 令和２年 10月 30日（金） 

 

４．回収状況 
 

対象者数 有効回収数 有効回収率 

597事業所 249事業所 41.7％ 

 

５．報告書を見る際の注意事項 

○回答は各質問の回答者数（ｎ）を基数とした百分率（％）で示してある。 

○百分率は小数点以下第２位を四捨五入して算出した。このため、百分率の合計が 100％になら

ないことがある。 

○１つの質問に２つ以上答えられる“複数回答可能”の場合は、回答比率の合計が 100％を超える

場合がある。 

○グラフ等の記載にあたっては、調査票の選択肢の文言を一部省略している場合がある。 

○サンプル数が少ないものについては、コメントを割愛している。 
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8.0

0.0

8.4

30.5

1.6

0.4

2.0

3.6

13.3

2.0

1.6

6.4

1.6

0.0

14.9

4.4

1.2

0 10 20 30 40

農林水産業

鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・水道業

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融・保険業

不動産業

飲食・宿泊業

医療・福祉

教育・学習支援業

サービス業

その他

無回答

(%)
(n=249)

Ⅱ 調査結果 

１．回答事業所の属性 

（１）事業所の業種 

・回答事業者の業種は、「製造業」が 30.5％と約３割を占めて最も高く、次いで「サービス業」

（14.9％）、「小売業」（13.3％）、「建設業」（8.4％）、「農林水産業」（8.0％）の順となってい

る。 
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（２）全職員の人数 

・全職員の人数は、「５人未満」が 43.0％と４割以上を占めて最も高く、次いで「５～10 人」

（15.7％）、「11～30人」（14.5％）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２-１）うち、正社員・正職員の人数 

・正社員・正職員の人数は、「５人未満」が 53.4％と半数以上を占めて最も高く、次いで「５～10

人」（16.5％）、「11～30人」（14.5％）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.4

16.5

14.5

4.4

4.0

0.8

0.4

0.4

0.8

4.8

0 20 40 60

５人未満

５人～10人

11人～30人

31人～50人

51人～100人

101人～200人

201人～300人

301人～500人

501人以上

無回答

(%)
(n=249)

43.0

15.7

14.5

4.8

5.2

1.6

1.2

0.4

1.2

12.4

0 10 20 30 40 50

５人未満

５人～10人

11人～30人

31人～50人

51人～100人

101人～200人

201人～300人

301人～500人

501人以上

無回答

(%)
(n=249)
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２．雇用について 

（１）今後の労働者の雇用人数についての意向 

・今後の労働者の雇用人数についての意向については、「現状維持の予定」が 64.7％と６割以上を

占めており、「雇用を増やす予定」が 26.9％となっている。 

・雇用を増やす予定と回答した事業所で、増やしていく雇用形態については、「正規社員のみを増や

す」が 37.3％と４割近くを占めて最も高く、次いで「正規社員と非正規社員を同じくらい増や

す」（26.9％）、「非正規社員のみを増やす」（13.4％）、「正規社員より非正規社員を多く増やす」

（11.9％）の順となっており、正規社員を増やす事業所が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地元稲美町在住者の採用に対する考え方 

・地元稲美町在住者の採用に対する考え方については、については、「地元在住者かどうかは意識し

ない」が 48.6％と半数近くを占めて最も高くなっている。 

・次いで「積極的に採用したい」が 33.7％となっており、３割以上を占めている。 

 

 

 

 

 

26.9 64.7 4.8 3.6

雇用を増やす予定 現状維持の予定 雇用を減らす予定 無回答

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=249)

37.3

13.4

26.9

6.0

11.9

3.0

0.0

1.5

0 10 20 30 40

正規社員のみを増やす

非正規社員のみを増やす

正規社員と非正規社員を同じくらい増やす

非正規社員より正規社員を多く増やす

正規社員より非正規社員を多く増やす

外国人（技能実習生）を増やす

その他

無回答

(%)
(n=67)

33.7

7.6

6.0

48.6

4.0

0 20 40 60

積極的に採用したい

一定程度は採用したい

できるだけ採用は控えたい

地元在住者かどうかは意識しない

無回答

(%)
(n=249)
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（３）若年労働者に対して力を入れてきた支援や方針 

・若年労働者に対して力を入れてきた支援や方針については、「本人の能力・適性にあった配置」が

43.0％と４割以上を占めて最も高く、次いで、「職場での意思疎通」（32.9％）、「仕事の成果に

見合った賃金」（30.5％）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.0

32.9

30.5

19.7

18.5

18.1

12.4

8.0

4.0

0.0

15.3

14.9

5.6

0 10 20 30 40 50

本人の能力・適性にあった配置

職場での意思疎通

仕事の成果に見合った賃金

労働時間の短縮・有給休暇の積極的な取得奨励

教育訓練の実施・援助

職場環境の充実・福利厚生の充実

ワーク・ライフ・バランスの充実

昇格・昇任基準の明確化

配転・勤務地等人事面での配慮

その他

特にない

若年労働者を雇用していない

無回答

(MA%)
(n=249)
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３．事業所の拡張・移転について 

（１）新設の意向・予定について 

・今後の新設の意向・予定については、「新設したい・する予定がある」は 12.9％となっている。 

・新設の意向・予定のある事業所の、新設希望場所については、「稲美町内」が 53.1％と半数以上

を占めて最も高く、「稲美町外」は 9.4％と約１割となっている。 

・町外での希望のある事業所（３事業所）の理由は、「市場へのアクセスがしやすいから」が最も高

く、その他「物流等のインフラが充実しているから」、「周辺環境からの制約が少ないから」、「公

共交通が充実しているなど、従業員の通勤に便利だから」、「地価が安いから」などの回答があが

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）移転の意向・予定について 

・今後の移転の意向・予定については、「移転したい・する予定がある」は 10.8％となっている。 

・移転の意向・予定のある事業所の、移転希望場所については、「稲美町内」が 37.0％と４割近く

を占めて最も高く、「稲美町外」は 29.6％と約３割となっている。 

・町外での希望のある事業所（８事業所）の理由は、「市場へのアクセスがしやすいから」が最も高

く、次いで「物流等のインフラが充実しているから」、「周辺環境からの制約が少ないから」、「行

政機関の助成・協力が期待できるから」などの回答があがっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.8 78.7 10.4

移転したい・する予定がある 移転したくない・する予定がない 無回答

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=249)

12.9 77.1 10.0

新設したい・する予定がある 新設したくない・する予定がない 無回答

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=249)

53.1 9.4 37.5

稲美町内 稲美町外 未定

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=32)

37.0 29.6 33.3

稲美町内 稲美町外 未定

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=27)
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（３）新設・拡張・移転を検討する際に重視すること 

・新設・拡張・移転を検討する際に重視することについては、「用地や建物の価格・家賃」が 39.8％

と約４割を占めて最も高く、次いで、「交通の利便性」（36.5％）、「用地面積の確保」（26.9％）、

「人材・労働力の確保」（25.3％）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.8

36.5

26.9

25.3

22.9

20.5

15.7

13.7

3.6

2.4

1.6

2.4

11.2

0 10 20 30 40 50

用地や建物の価格・家賃

交通の利便性

用地面積の確保

人材・労働力の確保

現在の場所からの距離

市場・取引先との近接性

行政による補助金や優遇制度

自然災害への強さ（災害へのリスク分担）

水の確保

従業員の住居の確保

まちの知名度

その他

無回答

(MA%)
(n=249)
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４．稲美町の事業環境、都市機能整備の評価について 

（１）稲美町の事業環境・都市機能整備の満足度 

・稲美町の事業環境・都市機能整備の満足度では、「満足」と「やや満足」を合わせた『満足』の割

合をみると、“②地価”で 17.3％と最も高く、次いで、“①用地確保の容易性”（16.0％）となっ

ているものの、すべての項目で２割未満と低くなっている。 

・一方で、「やや不満」と「非常に不満」を合わせた『不満』の割合をみると、“⑥公共交通の利便

性”で 70.2％と約７割を占めて最も高く、次いで、“⑤駅・港湾までの利便性”（66.6％）の順

となっており、交通面での不満が高い傾向となっている。 
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3.6
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11.2

12.4

1.6

12.0

51.0

55.8

46.2

36.9

18.9

18.9

59.0

66.3

71.1

60.2

60.2

49.8

53.8

53.8

63.5

63.9

60.2

14.5

13.3

23.3

30.1

34.1

36.9

15.3

16.1

8.8

21.3

21.7

29.3

19.3

21.3

10.8

20.5

11.2

7.6

3.2

9.2

9.6

32.5

33.3

4.4

2.0

2.8

3.6

3.6

7.6

7.6

3.2

1.2

3.2

5.6

10.8

10.4

14.1

11.2

9.2

7.6

8.8

12.0

10.4

10.8

10.8

9.2

12.4

9.2

10.0

10.8

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①用地確保の容易性

②地価

③事業用地の都市基盤整備の充実度

④広域道路網（高速道路等）

⑤駅・港湾までの利便性

⑥公共交通の利便性

⑦公的機関・金融機関の集積

⑧地元資本や関連企業の集積

⑨地元企業や関連企業の質

⑩情報インフラの整備

⑪市場情報の収集・提供の容易性

⑫人材確保の容易性

⑬産業振興のための支援措置等

⑭稲美町の拠点性の高さ

⑮従業員の生活・居住環境

⑯業種間・異業種間交流

⑰防災・防犯対策

満足 やや満足 普通 やや不満 非常に不満 無回答
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（２）稲美町の事業環境・都市機能整備の重要度 

・稲美町の事業環境・都市機能整備の重要度では、「重要」と「まあ重要」を合わせた『重要』の割

合をみると、“⑥公共交通の利便性”で 58.2％と６割近くを占めて最も高く、次いで、“⑤駅・

港湾までの利便性”（53.4％）、“①用地確保の容易性”（50.2％）の順となっている。 

・（１）と比較すると、不満の高い交通面の施策について重要性が高いと感じている人が多い結果と

なっている。 
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28.9

30.1

22.9
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17.3
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19.7

25.7

27.7

24.9

26.9

12.4

25.3

31.7

36.5

40.6

32.1

26.9

26.5

51.0

54.6

53.0

49.4

55.0

39.8

41.0

47.8

49.4

58.6

39.4
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2.4

4.4
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4.8

4.4
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4.4
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1.6

4.4

1.6

8.4

3.6

2.4

1.6

1.6

1.6

2.4

1.2

1.6

2.8

1.6

1.6

2.0

1.2

1.2

2.0

1.2

2.0

0.8

11.6

11.2

13.3

12.0

12.0

9.2

10.4

13.3

12.0

12.0

11.2

10.4

12.4

11.2

11.6

12.0

11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①用地確保の容易性

②地価

③事業用地の都市基盤整備の充実度

④広域道路網（高速道路等）

⑤駅・港湾までの利便性

⑥公共交通の利便性

⑦公的機関・金融機関の集積

⑧地元資本や関連企業の集積

⑨地元企業や関連企業の質

⑩情報インフラの整備

⑪市場情報の収集・提供の容易性

⑫人材確保の容易性

⑬産業振興のための支援措置等

⑭稲美町の拠点性の高さ

⑮従業員の生活・居住環境

⑯業種間・異業種間交流

⑰防災・防犯対策

重要 まあ重要 普通 あまり重要でない 重要でない 無回答
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５．ワーク・ライフ・バランスについて 

（１）ワーク・ライフ・バランスのために行っている取り組み 

・ワーク・ライフ・バランスのために行っている取り組みについては、「残業時間の削減」が 44.2％

と４割以上を占めて最も高く、次いで、「有給休暇等の取得の促進」（35.7％）、「融通の利く勤務

時間対応」（27.7％）、「休日出勤の削減」（27.3％）の順となっている。 

・また、「特に行っていない」が 17.7％と２割近くを占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44.2

35.7

27.7

27.3

21.7

20.1

16.5

6.8

5.6

4.4

2.8

0.8

0.8

17.7

6.4

0 10 20 30 40 50

残業時間の削減

有給休暇等の取得の促進

融通の利く勤務時間対応

休日出勤の削減

有給休暇の時間単位の取得など、柔軟な対応

業務の分担・平準化

従業員への教育と情報提供

管理職への教育と情報提供

相談窓口など、職員の相談対応

テレワーク（在宅勤務等）の導入または促進

男性従業員の育児休業の取得の促進

事業所内保育施設や託児施設の設置

その他

特に行っていない

無回答

(MA%)
(n=249)
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６．新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響について 

（１）新型コロナウイルス感染拡大に伴う活動への影響 

・新型コロナウイルス感染拡大に伴う活動への影響については、「現時点で既にマイナスの影響が

出ている」が 40.2％と約４割を占めて最も高く、次いで、「マイナスの影響が出ていたが、緩和

しつつある」（18.9％）、「現時点では影響は出ていないが、今後出てくる可能性がある」（17.3％）

の順となっており、マイナスの影響が出ている（出る可能性がある）事業所が７割以上を占めて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．その他 

（１）行政機関や支援機関に期待すること 

・行政機関や支援機関に期待することについては、「地域ブランドの構築」が 41.8％と４割以上を

占めて最も高く、次いで、「稲美町のＰＲを目的としたイベントの開催」（31.3％）、「インターネ

ットを使った情報発信」（24.5％）、「町全体の技術力向上の促進」（20.5％）の順となっており、

稲美ブランドの構築と、PRを含めた情報発信への要望が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.2

17.3

18.9

2.4

0.8

14.9

5.6

0 10 20 30 40 50

現時点で既にマイナスの影響が出ている

現時点では影響は出ていないが、今後出てくる可能性がある

マイナスの影響が出ていたが、緩和しつつある

プラスの影響が出ている（今後出てくる可能性がある）

その他

特にマイナスの影響はなく、今後も出ない見込みである

無回答

(%)
(n=249)

41.8

31.3

24.5

20.5

14.5

4.8

4.4

1.6

6.0

18.5

6.0

0 10 20 30 40 50

地域ブランドの構築

稲美町のＰＲを目的としたイベントの開催

インターネットを使った情報発信

町全体の技術力向上の促進

観光資源のＰＲ

県内で開催される展示会等への出展支援

国内で開催される展示会等への出展支援

海外で開催される展示会等への出展支援

その他

特にない

無回答

(MA%)
(n=249)
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（２）行政機関や支援機関に望む支援策 

・行政機関や支援機関に望む支援策については、「融資等資金支援」が 27.7％と３割近くを占めて

最も高く、次いで、「雇用助成」（26.9％）、「販売促進支援」（19.3％）、「情報発信」（15.3％）

の順となっており、経済的な支援とともに、販促や PRなどを含めた情報発信への支援を望む事

業所が多くなっている。 

 

 
27.7

26.9

19.3

15.3

12.4

12.4

10.0

9.2

8.4

8.4

7.6

0.4

1.6

18.5

5.2

0 10 20 30

融資等資金支援

雇用助成

販売促進支援

情報発信

企業間連携の支援

人材育成

経営相談の充実

企業マッチング機会の提供

農商工連携など異業種連携の支援

新分野進出時の支援

産学官連携の支援

海外進出時の支援

その他

特にない

無回答

(MA%)
(n=249)


